
１ はじめに

「地域」「地方」という枠組みで、社会、経済を

捉え直そうという流れが本格化しつつある。その

背景には、バブル経済を経て、これまでの国民生

活の「量的拡大」から「質的向上」へとシフトす

べき時期を迎えたとの認識があるように思われる。

質的レベルの向上とは、余暇の拡大とその過ご

し方の創意、様々な社会活動への参画、教育・医

療・介護の充実など、いわゆる「サービス」を軸

とした生活水準の改善に他ならない。「サービ

ス」は、個々人の多様化したニーズに応える内容

でなければならないが、そのためには地域、地方

といったより生活基盤に近い接点で供給される必

要がある。

昨年、経済財政諮問会議がまとめた「今後の経

済財政運営及び経済社会の構造改革に関する基本

方針」（平成１３年６月２６日閣議決定）においても、

構造改革のための７つの改革プログラムのなかに、

「地方自立・活性化プログラム」を挙げている。

今後、地域あるいは地方という視点で、その特

性に応じた社会、経済のあるべき姿を模索する動

きが益々加速するものと推察される。

本稿では、消費の地域特性を浮き彫りにするこ

とを目的としており、以下の視点から分析を行っ

た。

�１平成１１年全国消費実態調査（都道府県別）を

分析対象とする

�２消費項目毎に、クラスター分析、主成分分析

を施し、地域毎の消費特性を抽出する。

�３各消費項目の、決定要因（所得、世帯属性

等）を検証する。

先ず第２章では、全国消費実態調査の概要と消

費項目の再分類について説明し、第３章では、地

域毎の消費特性の分析結果を紹介し、第４章で消

費項目の決定要因の検証結果を解説する。最後に

残された課題を整理する。

２ 全国消費実態調査の概要

２．１ 概 要

家計を対象とした分析を行う場合、一般的に利

用されるデータは、�１家計調査、�２単身世帯収支

調査、�３全国消費実態調査がある。家計調査は総

務省が全国の２人以上の一般世帯約８，０００世帯を

対象として家計の収入・支出調査を毎月実施して

いるものである。家計調査は昭和２８年の調査開始

以来毎月実施されており、全国の家計実態の時系

列分析に適している。また、単身世帯収支調査は、

トピックス

消費の地域特性に関する分析＊

キーワード
消費の地域特性、全国消費実態調査、都道府県、クラスター分析、主成分分析、回帰分析

第三経営経済研究部研究官 佐藤 孝則

＊本稿は、当部が平成１３年度から実施している「家計の消費パターンと地域特性に関する研究」の中間報告としてまとめたもので
ある。同研究は、後藤達也和光大学経済学部専任講師、佐々木文之第三経営経済研究部主任研究官、荒田健次第三経営経済研究
部研究官とともに研究を実施しており、本稿の作成にあたりご指導をいただいた。記して謝意を表します。

５８郵政研究所月報 ２００２．８



家計調査を補完するために平成７年より実施され

ており、全国の単身世帯約７００世帯を対象として

毎月実施されている。

一方、全国消費実態調査は全国の２人以上の一

般世帯と単身世帯について、家計収支、資産及び

負債などを総合的に調査し、その構造・分布や地

域差を明らかにするために実施されている。調査

は総務省が昭和３４年以来５年ごと、約６０，０００世帯

を対象に実施しており、直近は平成１１年の調査と

なっている。このように、全国消費実態調査は家

計調査に比べて集計世帯数が格段に多いことが特

徴であり、それにより、地域別、収入階級別、世

帯主年齢別など家計の属性別に所得・消費構造を

分析するのに適している。さらに、高齢者世帯、

夫婦共働き世帯などの特定世帯別にも集計が実施

されていることなども特徴的である。本研究では、

地域の構造的な消費特性を把握するという目的か

ら、全国消費実態調査を用いて分析を行うことと

し、平成１１年の都道府県別データを用いる。なお、

分析対象は２人以上の一般世帯で、調査時期は平

成１１年９～１１月となっている。したがって、ボー

ナスが支給される１２月の消費活動は反映されてい

ないことに留意が必要である。

２．２ 費用の組替え

全国消費実態調査では消費項目について消費の

目的、使途の類似性により消費支出を食料、住居、

光熱・水道、家具・家事用品、被服及び履物、保

健医療、交通・通信、教育、教養娯楽、その他の

消費支出の１０区分に分類されている。ただし、こ

の区分については、交通・通信の中に自動車購入、

運賃、通信費など本来目的の異なる支出項目が混

在しており、項目が消費の実態から乖離している。

また、調査では教育に国内遊学仕送金などを含め

た教育関係費や、教養娯楽に鉄道運賃、バス代、

航空運賃などを含めた教養娯楽関係費が再掲され

ており、再掲の方が教育、娯楽関連の目的に合致

しているものと考えられる。

以上より、品目を目的別に食料品、外食、光

熱・水道、家具・家事用品、被服及び履物、保健

医療、自動車、教育関係費、教養娯楽関係費、

IT、使途不明、交際費、その他の１４分類に再編

成した。再編成に当たっての主な基準は次のとお

りである。（詳細は「図表１ 消費項目分類表」

参照）

�１食料は、目的別に食料品と外食に二分する。

�２住居は、持家の帰属サービスが含まれていない

ため、持家率が高い都道府県の住居費は低い県

に比べて住居費の支出が少なくなってしまう。

そのため、持家の帰属サービスを調整するため、

「帰属家賃×持家率」を「住居」に加え、帰属

家賃調整後の住居費を算出する。

�３交通・通信の中から自動車関係の支出を再集計

する一方、通信費・通信器は教養娯楽のパソコ

ン、受信料などと併せてIT関連支出とする。

�４教育に国内遊学仕送り金、学校制服、通学定期

代などを加えて教育関係費とする。

�５教養娯楽は、鉄道運賃などを含めた教養娯楽関

係費からIT関連支出を除いた金額を用いる。

�６その他消費支出は主に使途不明、交際費、その

他に三分する。

これにより１世帯あたりの消費支出（帰属家賃

調整後）の３８２，６９８円となった。また、費目別で

は食料品が７１，０３３円、住居が６９，００４円とこの２費

目で全体の支出の約３７％を占めている。

２．３ 特徴的な都道府県

費目の再編成の結果、分類された費目の特徴を

観察すると、一部の都道府県に特徴がみられる。

以下では、その中から特徴的な都道府県を抽出し

て説明する。

�１１世帯あたりの消費支出が最も大きい都道府
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県は富山県で４５６，１５９円となっており、全国

平均を８万円近く上回っている。光熱・水道、

使途不明で第１位となっており、特に使途不

明は７４，２２９円と全国平均の２倍以上と極端に

多いのが特徴である。

�２茨城県は自動車が全国第１位のほか、教育の

支出も多く、家計が交通や人材育成のために

積極的に投資を行っていることが伺われる。

�３岐阜県はIT関連の支出が全国第１位となっ

ており、インターネット、パソコンや携帯電

図表１ 消費項目分類表

新 分 類 旧 分 類 と の 関 係

食 料 品 「外食」を除く「食料」

外 食 「学校給食」を除く「外食」

住 居 「住居」＋「帰属家賃」×「持家率」

光 熱 ・ 水 道 「光熱・水道」

家具・家事用品 「室内装飾品」を除く「家具・家事用品」

被服及び履物 「学校制服」を除く「被服及び履物」

保 健 医 療 「保健医療」

自 動 車 「自動車等関係費」

教 育

「教育」「学校給食」「男子用学校制服」「女子用学校制服」「鉄道通学定期代」「バス

通学定期代」「書斎・学習用机・いす」「耐久性文房具」「消耗性文房具」「国内遊学

仕送り金」

教 養 娯 楽

１．耐久財（室内装飾品、ステレオセット、テープレコーダー、ビデオテープレ

コーダー、カメラ、ピアノ、他の楽器、MDプレーヤー、他の教養娯楽用耐久

財）

２．読書（新聞、雑誌・週刊誌、書籍、他の印刷物）

３．視聴・観覧（映画・演劇・文化施設等入場料）

４．旅行（鉄道運賃、バス代、航空運賃、宿泊料、国内パック旅行費、外国パック

旅行費）

５．スポーツ（スポーツ用具、スポーツ用被服履物、スポーツ観覧料、スポーツ施

設使用料）

６．月謝（語学月謝、他の教育的月謝、音楽月謝、他の教養月謝、スポーツ月謝、

他の月謝類）

７．会費・つきあい費（諸会費、つきあい費）

８．他の教養娯楽（教養娯楽用耐久財修理代、テレビゲーム、他のがん具、フィル

ム、オーディオ・ビデオディスク、テープ、切り花、ペットフード、他の愛がん

動物・同用品、獣医代、園芸品・同用品、電池、他の教養娯楽用品、教養娯楽用

品修理代、遊園地入場・乗物代、他の入場・ゲーム代、現像焼付代、教養娯楽賃

借料、他の教養娯楽サービスのその他）

Ｉ Ｔ
「固定電話通信料」「移動電話通信料」「通信機器」「テレビ」「パソコン」「ワープ

ロ」「ビデオカメラ」「NHK放送受信料」「CATV受信料」「他の受信料」

交 際 費 「つきあい費」を除く「交際費」

使 用 不 明 「こづかい（使用不明）」

そ の 他

「その他消費支出」から「こづかい（使途不明）」「交際費」「国内遊学仕送り金」を

除き、「郵便料」「宅配運送料」「他の運送料」「鉄道通勤定期代」「バス通勤定期代」

「タクシー代」「有料道路料」「他の交通」を加えたもの

（出所） 総務省「全国消費実態調査」より郵政研究所作成。
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2
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4
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7

1．宮崎、鹿児島、高知、熊本、北海道、福岡、沖縄 

2．愛媛、長崎、大分、佐賀、青森 

3．岩手、広島、岡山、山口、愛知、秋田、和歌山、栃木、群馬、鳥取、徳島、島根、福島、宮城 

4．京都、大阪、山形、新潟、静岡、兵庫、石川、奈良 

5．茨城、岐阜、山梨、香川 

6．長野、三重、富山、福井、滋賀 

7．埼玉、千葉、神奈川、東京 

○デンドログラム 

話などの新しいツールの支出が多い。また、

自動車の支出も全国第２位となっている。

�４香川県は全体の消費支出は全国平均を下回っ

ている中で、教育が全国第１位と飛びぬけて

特化していることが特徴である。香川県は教

育熱心な県として知られており、香川県の県

民性を反映していることが示唆される。

�５東京都は、外食、住居、衣類、教養娯楽が全

国第１位となっている一方、自動車は最下位、

教育も下から３番目と極端な消費構造となっ

ている。これは、東京の高い地価を背景とし

た居住環境、情報・ファッションの中心地で

あることなどによるものと考えられる。

３ 多変量解析による地域特性の抽出

３．１ クラスター分析による地域特性の抽出

本章では、クラスター分析を用いて、消費項目

別に都道府県の類型化を行う。クラスター分析は、

変動パターンの似通った変数を固まり（クラス

ター）にまとめてグループ化する多変量解析の方

法である。ここでは先に分類した４７都道府県の費

目別データを用いて、非階層的方法によりクラス

ター分析を実施した。ただし、都道府県間の変動

が大きく、使途が不明確な「使途不明」は分析

データから除外した。なお、クラスター化の方法

はウォード（Ward）法を、対象間の距離はユー

図表２ 消費１３費目によるクラスター分析 都道府県分布

（出所） 総務省「全国消費実態調査」より郵政研究所作成。
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クリッド距離を用いた。

クラスターは地域特性が識別できる７つのクラ

スターに分類した。クラスター分析の結果は図表

２で表されている。結果は�１九州南部・高知・北

海道、�２九州北部・愛媛・青森、�３東北中南部・

北関東・中国・愛知・和歌山、�４近畿・東北日本

海側・石川・静岡、�５茨城・岐阜・山梨・香川、

�６東海西部・北陸・長野、�７首都圏の７の地域に

分類できた。また、デンドログラムから�２と�３の

地域の消費パターンが比較的似通っており、初め

にクラスターを形成し、それに�１が合流している。

一方では、�４と�５がクラスターを形成し、それに

�６が合流し、次いで�７が合流する。こうして、最

終的に�１、�２、�３のクラスターと�４、�５、�６、�７

のクラスターが合流する。

また、各クラスターの費目別平均値を比較する

と、各クラスターは図表３のように類型化できる。

以下ではクラスター分析による消費特性を概観す

る。

消費水準の地域格差は関東・東海を中心とした

場合、そこから距離が離れるほど格差が拡大する。

また、同じ地域内でも関東・東海に近づくほど消

図表３ 各クラスターの消費特性

クラスター 地 域 特 性 特 徴

１

九州南部

高知

北海道

消費全体の平均値は最も少ない地域。その中でも、自動車への支出は比

較的多く、交通手段として自動車が必要であることを示している。家庭

で食事を取るよりも外食を好む傾向がみられる。

２

九州北部

愛媛

青森

消費全体の平均値は２番目に少ない地域。ただし、教育、医療などの義

務的な支出が比較的多い。また、自動車、外食の支出が最も少ない地域

であり、内向きの消費傾向を示している。

３

東北中南部

北関東、中国

愛知、和歌山、徳島

消費全体の平均値は５位。自動車への支出が多く、交通手段として自動

車が普及している。交際費（香典、町内費等）の支出も多く、地域コ

ミュニティの強さを表している。一方、医療費は比較的少ない。

４

近畿

東北日本海側

石川、静岡

消費全体の平均値は４位。食料品、光熱・水道への支出が多く家庭的な

消費傾向がみられる。それ以外は、特に突出した消費項目はみられず、

平均的な消費特性である。

５

茨城

岐阜

山梨

香川

消費全体の平均値は３位。教育、IT、交際費で最も支出が多い地域と

なっている。教育は当地が教育熱心な土地柄であることを示している。

また、パソコンなどIT関連に加えて、家具類、衣類、自動車の支出も多

く、「モノ」への支出意欲が高い。一方、食料品、住居、光熱水道など家

庭的な支出は比較的少ない。

６

東海西部

北陸

長野

消費全体の平均値は最も多い地域。特に食料品、光熱水道、家具類、自

動車への支出が最も多い地域で、基礎的・耐久財的な消費に特化してい

る。さらに、住居、教育への支出も多く豊かな住環境を反映している。

一方、外食、衣類への支出は比較的少ない、個人的な支出は抑える傾向

にある。

７ 首都圏

消費全体の平均値は２番目に多い地域。特に外食、住居、衣類、教養娯

楽、医療に対する支出が最も多い。住居は地価の高さを反映して突出し

ている。衣類、教養娯楽は情報・娯楽・ファッションの中心地であるこ

とを反映している。医療は環境悪化により医療費が増大していると考え

られる。一方で、自動車は住環境の低さを反映して少ないほか、仕送り

があまり発生しないことから教育への支出も少ない。

（出所） 総務省「全国消費実態調査」より郵政研究所作成。
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費水準は高くなる。九州では、水準の高い大分、

佐賀、長崎の北部と水準の低い中南部に二分され

る。また、東北でも、水準の高い順に山形を中心

とした東北日本海側、宮城、福島、岩手、秋田な

ど東北中南部、青森を中心とした東北北部に分か

れている。このような傾向は四国などでも同様の

傾向がみられるものである。

中部を中心とした長野、三重、富山、福井、滋

賀のクラスターと首都圏を中心とした埼玉、千葉、

神奈川、東京のクラスターはともに消費水準が高

い地域であるが、費目毎にみると異なる特徴がみ

られる。中部を中心としたクラスターは食料品、

光熱費、自動車、家具類など基礎的・耐久財的な

支出に特化している。一方、首都圏を中心とした

クラスターは外食、住居、衣類、医療、教養娯楽

など選択的・サービス的な支出に特化している。

茨城、岐阜、山梨、香川のクラスターは地域的

なつながりはないものの、IT、教育などの支出

が大きいことが特徴である。

近畿、東北日本海側を中心としたクラスターは

食料品、光熱費が比較的多いのが特徴となってい

る。

３．２ 主成分分析による地域特性の抽出

主成分分析は、変数間の相関関係を解析し、全

体の変数の持つ変動をなるべく少数の合成変数の

変動で説明しようとするもので、情報の圧縮を意

図した多変量解析の手法である。つまり、多数の

データを少数の指標に集約したいときに利用する

分析手法である。以下では、主成分分析を用いて

都道府県の集約化を行い、消費の地域特性を把握

する。

主成分分析は、いくつかの変量x１，x２，……，

xpの総合的特性を互いに独立な少数個の指標を

使って表すもので、以下の式による。

z１＝a１１x１＋a１２x２＋……a１pxp

z２＝a２１x１＋a２２x２＋……a２pxp

このz１，z２，……をそれぞれ第１主成分、第２

主成分、……と呼ぶ。

主成分分析の使用データは、クラスター分析と

同様に４７都道府県の費目別データ（「使途不明」

を除く１３費目）を用いる。なお、主成分を求める

方法は分散共分散行列による方法を用いた。これ

は、使用データが全国消費実態調査の支出額を用

いており、全て単位が一致（円単位）しているた

めである。

主成分分析の結果は図表４となっている。結果

によると、第１主成分の寄与率は７０．１％、第２主

成分の寄与率が１１．３％となっている。第２主成分

までの累積寄与率は８１．４％と情報量全体の約８割

を占めていることから、第２主成分まで主成分係

数を導出すれば十分であると思われる。

第１主成分の主成分係数はすべての費目で正の

値となっている。特に、支出額の多い食料品、住

居、教養娯楽などの係数は大きい。したがって、

図表４ 主成分係数結果

第１主成分 第２主成分

食 料 品 ４５３１．７５４ １４３３．５４４

外 食 １６２４．２８６ －３８８．７３

住 居 １１１０１．７９ －１８３２．２７６

光 熱 ・ 水 道 ８４３．３０１ ３２９．９２４

家具・家事用品 ８７６．９４９ ４７１．４５

被服及び履物 １６５４．０６６ ３２６．２６２

保 健 ・ 医 療 ４１１．０６７ ２００．４７５

自 動 車 ９３９．０３３ ３４２２．５４５

教 育 １３６９．８０４ ２２０３．５６５

教 養 娯 楽 ３７７３．３２２ ２１６．２２５

Ｉ Ｔ ６６８．６３６ １３４．０２１

交 際 費 ９８２．８２４ １９１５．９５４

そ の 他 ２７９８．３７５ １４８０．０９８

累 積 寄 与 率 ７０．１１９ ８１．４２１

（出所） 総務省「全国消費実態調査」より郵政研究所作成。
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第１主成分は「消費水準」を表す主成分と解釈で

きる。主成分得点が大きい県は消費水準の高い県、

小さい県は消費水準の低い県である。

第２主成分は自動車、教育、交際費の係数が大

きい正の値となっている一方で、住居、外食の主

成分係数は負の値となっている。したがって、第

２主成分は「消費特性」を表す主成分である。こ

の主成分得点の大きい県は自動車、教育などの生

活基盤に関わる支出が大きく寄与していることか

ら「インフラ型」の消費特性を示すと解釈できる。

また、主成分得点の小さい県は住居、外食がマイ

ナスに寄与していることなどから「消耗型」の消

費特性を示すと解釈できる。

次に、第１主成分を横軸、第２主成分を縦軸と

した空間に４７都道府県の主成分得点をプロットし、

類型化したものが図表５、図表６である。分布図

によると４７都道府県は４つのグループに分類でき

る。

第１グループは、首都圏、近畿で、第１主成分

が高く、第２主成分が低い高水準型・消耗型の消

費構造である。特に、東京都は第２主成分が極端

に低い。

第２グループは、北陸、東北日本海側、北関東、

東海、滋賀で、第１主成分、第２主成分がともに

高い高水準型・インフラ型の消費構造である。特

に茨城県の第２主成分が高く、消費構造を特徴的

に示している。

第３グループは、中国、九州北部、東北太平洋

側の地域で、第１主成分が低く、第２主成分が高

い低水準型・インフラ型の消費構造となっている。

ただし、第１主成分はマイナスとなっているもの

図表５ 主成分分析 都道府県分布

（出所） 総務省「全国消費実態調査」より郵政研究所作成。

図表６ 主成分分析 地域類型

グループ 地 域 主成分得点 主 成 分 の 解 釈

１ 首都圏、近畿
第１主成分＞０

第２主成分＜０

高水準型（第１主成分＞０）・消耗型（第２主成分

＜０）の消費構造。特に東京都が顕著。消費水準

は首都圏の方が高い。

２
北陸、東北日本海側、

北関東、東海、滋賀

第１主成分＞０

第２主成分＞０

高水準型（第１主成分＞０）・インフラ型（第２主

成分＞０）の消費構造。茨城県の第２主成分が特

に大きい。

３

東北太平洋側、四国

東部、中国、九州北

部

第１主成分＜０

第２主成分＞０

低水準型（第１主成分＜０）・インフラ型（第２主

成分＞０）の消費構造。消費水準は４グループに

比べると相対的に高い。

４

北海道、青森、和歌

山、四国西部、九州

南部、沖縄

第１主成分＜０

第２主成分＜０

低水準型（第１主成分＜０）・消耗型（第２主成分

＜０）の消費構造。第２主成分（消費特性）は第

１グループに比べる平均に近い。

（出所） 総務省「全国消費実態調査」より郵政研究所作成。
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のマイナス幅は比較的小さく、第４グループに比

べると消費水準は高い。

第４グループは、沖縄、九州南部、四国、北海

道、青森で、第１主成分、第２主成分がともに低

い低水準型・消耗型の消費構造となっている。

このように全国の都道府県は概ね４グループに

類型化できた。特に、北陸、新潟、山形の日本海

側の県は消費特性が類似しており、地域を越えた

関係がみられる。また、首都圏と近畿の消費特性

も類似しており、東西文化圏の違いによる消費特

性の差はあまりみられず、都市化により消費特性

は一律化する傾向を示唆している。

４ 回帰分析による消費決定の要因分析

４．１ モデルの推計

前章までは消費の地域特性を費目別データを用

いて分析したが、本章では消費を決定する要因を

実証的に検証する。消費はそれ自体地域特性を

持っているのではなく、地域に特有の別の要因が

消費に影響を与えているものと考えられる。本章

では消費に影響を与える要因として、所得格差、

世帯属性、労働条件、人口構成、気候を仮定し、

それぞれの要因を説明変数として重回帰分析を実

施し、要因分析を行った。

�１所得は、流動性仮説、ライフサイクル仮説など

一般的な消費理論において、消費を決定づける

決定要因であり最も重要である。所得の代理変

数としては全国消費実態調査の年間収入を用い

る。全国消費実態調査では、２人以上の全世帯

は可処分所得が明記されていないため、可処分

所得に税金などを含めた年間収入を用いる。

�２近年の世帯は核家族世帯の増加、少子化の進行

などにより家計の世帯人員が少なくなる傾向が

ある。一方、日本海側の県を中心に２世代、３

世代世帯が依然として大きなウェイトを占めて

いる地域もある。そこで、こうした世帯構成の

地域差が消費に与える影響を検証する。使用

データは全国消費実態調査の世帯人員と核家族

世帯率を説明変数として使用する。

�３労働については、近年の特徴として女性の社会

進出や失業の増加が挙げられる。従来は夫が働

き、妻が家事を行う形態の世帯が多かったが、

高学歴化や女性の意識変化により、結婚後も共

働きを選択する夫婦が多くなりつつあるため、

女性の労働参加が消費に与える影響を検証する。

使用データは、国勢調査の１）女性労働参加率を

用いた。なお、地域的には繊維など労働集約的

な産業が発達している北陸の女性労働参加率が

高くなっている。また、近年は景気の悪化、労

働のミスマッチにより失業者が増加し労働条件

が悪化している。こうした失業の増加が消費に

与える影響も検証する。使用データは国勢調査

の完全失業率を用いた。

�４人口は、人口構成と都市化という観点から検証

を行った。少子高齢化の進展により、消費への

高齢者が与える影響はより大きくなることが予

想される。また、若年層が魅力的な職場を求め

て東京や大阪を中心とした地域に移動している

ため、地方の高齢化が特に進展している。この

ような高齢化による消費への影響を検証する。

使用データは、国勢調査の老齢人口割合を用い

た。さらに、都市化の影響も検証する。前述の

とおり、東京や大阪などの都市部に若年層を中

心とした年齢層が移動している他、地方でも札

幌、仙台、福岡など地方中核都市を抱える都道

府県の人口が増加している。また人口減少県に

おいても、農村部から県庁所在地など都市部へ

人口が集中している。この要因としては、農林

１）女性労働参加率とは分子を女性労働力人口、分母を１５歳以上人口として比率である。
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業、製造業のシェア低下という「経済のサービ

ス化」が人口を都市に集中させていると考えら

れる。使用データは、国勢調査の２）人口集中地

区人口比率を用いた。

�５さらに気候が消費に与える効果も検証する。日

本は、北は北海道から南は沖縄まで国土が南北

に広がっており、気候風土が北と南では全く異

なる国である。また、豪雪地帯の日本海側地域、

多雨地帯の九州など地域的な気候の特徴もある。

こうした気候の違いは、消費全体よりも個別の

費目に影響を与えるものと考えられる。ここで

は、説明変数として年平均気温差（最高気温―

最低気温）、日照時間を用いる。

以上の説明変数を用いて、以下のような関数を

推計する。（なお、推計する関数はライフサイク

ル仮説、流動性制約仮説、消費需要関数など構造

モデルを提示した上でそれを仮説検定するといっ

た形態は取っていない。消費理論モデルの考え方

を一部取り入れながら、地域の特色を明らかにす

るというのが本稿の目的である。）

・回帰式

消費費目＝ｆ（所得要因、世帯要因、労働要因、

人口・気候要因）

・被説明変数

消費全体、食料品、住居、光熱・水道、家具・

家事用品、被服及び履物、保健医療、自動車、

教育、教養娯楽、IT、交際費

・説明変数

所 得：年間収入

世 帯：世帯人員、核家族世帯率

労 働：女性労働参加率、完全失業率

人口・気候：老齢人口割合、人口集中地区人口

比率、年平均気温差、日照時間

被説明変数は消費全体と食料品など１２費目、説

明変数は所得要因、世帯要因、労働要因、人口・

気候要因の４変数である。都道府県別のクロスセ

クションデータを用いるため、標本数は全て４７と

なっている。分析方法は最小二乗法を用いた。

（実数は全て自然対数に変換している。）

４．２ 推計結果

説明変数の組み合わせにより、１費目あたりの

推計式は十数本になるが、この内特徴的な推計結

果を抜粋したのが図表７である。表によると、各

費目に影響を与える要因はそれぞれ異なることが

分かる。

消費全体では所得の説明力が高い一方で、それ

以外の説明変数の説明力は低い。つまり、消費全

体では、所得のみが消費の決定要因となり、所得

仮説が成立する。

所得について費目別にみると、保健医療と自動

車以外は全て有意のプラスの値となっている。係

数から所得の弾力性を判断すると、係数の値が消

費全体より高い選択的支出と、係数の値が平均よ

り低い必需的支出に分類することが可能である。

結果から係数が高い費目は外食、教養娯楽、被服

及び履物、住居であり、これらは所得弾力性の高

い「選択的支出」といえる。また、係数が低い費

目は光熱・水道、食料品、保健医療であり、これ

らは所得弾力性の低い「必需的支出」といえる。

また、家具・家事用品、IT、教育、交際費は係

数の値が消費全体とほぼ同じである。

次に所得以外の要因を費目別にみてみる。

食料品は、核家族世帯率、女性労働参加率がと

もに有意のマイナスの値となっている。核家族化

２）人口集中地区とは、昭和６０年国勢調査から新たに設定された統計上の地域単位である。具体的には、�１市区町村の境域内で人
口密度の高い調査区（原則として人口密度が１平方キロメートル当たり４，０００人以上）が隣接している。�２それらの地域が人
口５，０００人以上を有する。�３人口密度が１平方キロメートル当たり４，０００人以上を有する、である。
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が進んでいる地域は食料品への支出が少ないこと

が分かる。

外食は、老齢人口割合が有意のマイナスの値と

なっている。核家族世帯率は有意でないがプラス

の効果となっている。これは、食料品の核家族世

帯率がマイナスの値となっているのに比べると対

照的であり、核家族化の進行が食料品を減少させ、

外食を増加させていることを示している。また、

若年層の増加が外食を促進させていることも分か

る。

住居は、人口集中地区人口比率が有意のプラス

の効果となっている。都市化が進むと住宅費の負

担が増大することが分かる。その中でも特に首都

圏は住居費が多い地域で、高い地価が住居費の負

担を大きくしているとみられる。

光熱・水道は核家族世帯率が有意のマイナスの

効果、完全失業率が有意のプラスの効果となって

いる。特に世帯要因係数は高く、大家族ほど光

熱・水道費は多い。これは、光熱・水道費の１人

当たり消費額がほぼ一定であることから、世帯人

員に消費額が比例するためとみられる。

家具・家事用品は有意ではないが人口集中地区

比率がマイナスの値となっている。農村部は住宅

面積が広いため家具類の消費が高まるとみられる。

被服及び履物は世帯人員が有意のマイナスの効

果、気温差が有意のプラスの効果となっている。

特に、気温差のｔ値が高く、北海道、東北など寒

暖の差が大きい地域の衣類の消費は大きい。

図表７ 費目別回帰分析結果表（抜粋）

被説明変数 Ｒ２ 定数項

所 得 世 帯 労 働 人 口 自 然

年 間
収 入

世 帯
人 員

核家族
世帯率

女 性
労 働
参加率

完 全
失業率

老 齢
人 口
割 合

人口集
中地区
比 率

気温差 日 照
時 間

消 費 ０．９１５
６．１９５

* （７．０９３）
０．８８３

*（１５．８４４）
－０．０７８
（－１．１２８）

－０．１８１
（－１．７８０）

－０．０６６
（－１．６４３）

食 料 品 ０．８０１
８．７５７

*（１０．２１７）
０．５１５

* （８．１７１）
－０．２４２
*（－３．４２０）

－０．４０７
*（－３．３４７）

０．１３２
（２．２５９）

外 食 ０．８０８
－３．２５３
（－１．３９８）

１．２１２
* （８．１６４）

０．５２１
（２．８５０）

０．２１３
（０．７８７）

－０．４４１
*（－４．１３９）

住 居 ０．６８６
０．５９０
（０．４１５）

１．１６２
* （７．４５８）

－０．４０３
（－１．１０４）

０．０２８
（０．０９１）

０．１７１
* （３．２０６）

光 熱 ・ 水 道 ０．７１２
７．９８４

* （８．４７２）
０．４２６

* （４．８６６）
－０．５５６
*（－６．２１２）

０．２０２
* （３．８７７）

０．０６２
（２．１４４）

家具・家事用品 ０．５９４
３．９６４

* （３．５２９）
０．８８９

* （７．２１２）
－０．２９８
（－１．０３３）

－０．４３５
（－１．７９１）

－０．１２１
（－２．８６１）

被服及び履物 ０．８３８
２．０９１
（２．５０４）

１．０３４
*（１０．３７８）

－０．７３７
*（－３．６８０）

－０．４８９
（－２．９１８）

０．３６６
* （４．２８７）

保 健 医 療 ０．３６７
５．８８２

* （５．４２５）
０．１３１
（１．０４９）

０．１８４
（０．８５２）

－０．０８３
（－１．３３３）

０．２９０
（２．８８９）

自 動 車 ０．３２２
３．２６１
（１．３１５）

０．５５１
（２．０２４）

０．５８７
（０．９２０）

０．４１６
（０．７７６）

－０．１３２
（－１．４０８）

教 育 ０．４９４
７．８１９

* （５．８３５）
０．５７２

* （３．８９１）
０．４７２
（１．３７０）

－０．６３７
（－２．２００）

－０．１７８
*（－３．５２４）

教 養 娯 楽 ０．８５２
－１．７６９
（－１．０８２）

１．２３６
*（１１．８５５）

０．４５３
* （３．５２５）

－０．１０７
（－０．５６３）

－０．１５８
（－２．１１６）

Ｉ Ｔ ０．５８３
１．９４７
（１．３１０）

０．７８３
* （４．５４３）

０．４７９
* （３．３２９）

－０．３２３
（－１．５６８）

－０．０８９
（－２．１８４）

交 際 費 ０．５４６
７．４１６
（２．７２２）

０．７０６
* （３．７１２）

－０．２４４
（－０．９２４）

－０．４８８
（－１．２９１）

－０．２４９
*（－３．３５０）

（出所） 総務省「全国消費実態調査」より郵政研究所作成。
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図表８ 属性別消費特性

特 徴 分 析

所 得

○係数の値が平均より高い（＝選択的支出）

外食、教養娯楽、被服及び履物、住居

○係数の値が平均レベル

家具家事用品、交際費、教育、IT

○係数の値が平均より低い（＝必需的支出）

光熱・水道、食料品、保健医療

自動車、保健医療の係数は有意となっておらず、

所得以外の要因が消費を決定づけていると考え

られる。また、外食、教養娯楽、被服及び履物

などは所得弾力性が高いことから、年間収入の

多い北陸、首都圏、東海などにおいて当該費目

の支出がより多くなる。

世 帯

○世帯人員がプラス、核家族世帯率がマイナス

→大家族型世帯ほど消費にプラス効果

光熱・水道、食料品、交際費、自動車、教育
○世帯人員がマイナス、核家族世帯率がプラス

→小家族型世帯ほど消費にプラス効果

教養娯楽、被服及び履物、外食、IT、住居
○世帯に影響しない

家具・家事用品、保健医療

東北、北陸など大家族型の地域では、光熱水道、

食料品、交際費などの支出が多くなるのに対し

て、首都圏、四国、中国西部、九州南部、北海

道など小家族型の地域では教養娯楽、被服及び

履物、外食、ITの支出が増える。

また大家族では比較的必需品の消費が多く、小

家族では比較的非必需品の消費が多いことが分

かる。

労 働

１．女性の労働参加

○女性労働参加率の上昇が消費にプラスの効果

自動車

○女性労働参加率の上昇が消費にマイナスの効果

食料品、光熱水道、家具家事用品、被服及び履物、教

育、IT

女性労働参加率は、自動車にわずかにプラスに

止まっており、女性の労働参加が必ずしも消費

の拡大に寄与していない。この要因としては、

�１女性の労働参加による所得増加が女性自身の
消費を拡大させていない、�２消費データは２人
以上一般世帯を対象としており、単身世帯を考

慮していない、などが考えられる。

２．雇用環境

○完全失業率の上昇が消費にマイナスの効果

教養娯楽、自動車

○完全失業率の上昇が消費にプラスの効果

外食、光熱水道、教育

雇用環境の改善により消費が増えるとは限らず、

逆に外食、光熱水道などは、雇用が悪化してい

る地域ほど支出が多くなっている。

人 口

１．年齢構成

○老齢人口割合がプラス→高齢化が消費にプラス

交際費、家具家事用品、教育

○老齢人口割合がマイナス→高齢化が消費にマイナス

教養娯楽、外食、住居、光熱水道費
○年齢構成に影響しない

食料品、保健医療、自動車、IT、被服及び履物

高齢化の進行している東北北部、中国北部、四

国、九州南部では交際費の支出が多い。こうし

た地域では地域の結びつきが強いためと考えら

れる。一方、高齢化の進んでいない首都圏、近

畿などでは、教養娯楽、外食、住居、光熱水道

への支出が多く、個人的な支出が多いことが特

徴的である。

２．都市化

○人口集中地区比率がマイナス→都市化が消費にマイナス

交際費、教育、自動車、家具・家事用品
○人口集中地区比率がプラス→都市化が消費にプラス

教養娯楽、光熱水道、外食、住居
○都市化に影響しない

食料品、保健医療、IT、被服及び履物

都市化についても、人口構成と似た地域特性と

なっているものの、教育については仕送り負担

の増大などから、自動車については地方の交通

事情から、都市より地方の支出が多くなってい

ることが特徴的である。

自 然

○年間気温差

被服及び履物、食料品、家具家事用品について年間
気温差が消費にプラス

○日照時間

IT、外食、保健医療、教養娯楽について日照時間が消

費にプラス

年間気温差の大きい地域（北海道、東北、甲信

越等）は衣類の支出が多くなる。

また、日照時間とITの間には正の相関がみら

れる。これは日照時間の長い関東、東海地域の

IT支出が多いためとみられる。

＊太字斜線は有意となる費目、太字は一部有意となる費目

（出所） 総務省「全国消費実態調査」より郵政研究所作成。
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保健医療、自動車は係数が有意でない。この２

費目については、所得の係数も有意でない。

教育は、人口集中地区人口比率が有意のマイナ

スの値となっている。教育費の地域間格差を大き

くしている要因は仕送り金であり、仕送りの発生

する地方の教育費負担が大きいことを示している。

教養娯楽、ITは核家族世帯率が有意のプラス

の値となっており、世帯の核家族化が教養娯楽、

ITの支出を増加させている。両者とも世帯の構

成員全員で共有する消費というよりは個人的な消

費であることが特徴で、核家族化の進展は教養娯

楽、ITの支出を増加させるとみられる。また、

結果表（抜粋）の推計式では有意でないものの、

教養娯楽の高齢化に対する係数は全体的に有意に

マイナスに寄与しており、勤労層の多い地域は教

養娯楽の支出が多い。

交際費は人口集中地区人口比率が有意のマイナ

スの値となっている。交際費の中心となっている

香典や町内費などは、地域や親族の結びつきが強

い農村部の支出が大きいことを示している。

また、属性別に費目の特徴をまとめたのが図表

８である。

属性別に今後の消費をみてみると、家族形態に

ついては、近年核家族化が進み世帯人員は減少傾

向にある。こうした傾向は、全国的に進行すると

みられることから、教養娯楽、外食、被服及び履

物、ITなどの支出を高めることになるだろう。

都市化についても、経済のサービス化による都

市への集中は今後も続くことから、教養娯楽、外

食、住居などの支出を高めることになるだろう。

また高齢化の進んだ地域は交際費の支出が多い。

女性の労働参加については、有意である費目が

少なく、消費にあまり影響しないことが観察され

る。これは、�１女性の労働参加による所得増加が

女性自身の消費を拡大させていない、�２消費デー

タは２人以上の一般世帯を対象としており、単身

世帯を考慮していない、などの要因が考えられる。

５ おわりに

本稿では、クラスター分析、主成分分析を用い

て消費の地域特性を類型化した。結果は、消費水

準の地域格差が発生していること、消費目的によ

り地域差が生じていることが確認された。さらに、

回帰分析により世帯、労働、人口、気候の相違が

消費の地域特性に関係していることが確認された。

最後に今後の研究課題として以下の点を指摘し

ておきたい。

まず第一に物価の地域差を考慮することである。

平成９年全国物価統計調査によると、都道府県間

の物価差は消費全体では最も高い東京都と最も低

い沖縄県の間に１．２倍の物価差が生じている。ま

た、最も変動の大きい住居は最も高い東京都と最

も低い宮崎県の間で２．２倍の物価差が生じている。

今回の分析では名目ベースの金額を用いており、

物価調整後の消費特性を把握する必要がある。

第二に単身世帯の導入である。女性の社会進出、

晩婚化により単身世帯は増加しており、平成１２年

国勢調査では全世帯の２７．６％が単身世帯となって

いる。こうした傾向は今後も続くと予想されてお

り、単身世帯の分析は重要である。

第三に時系列、パネル分析の導入である。今回

の分析では平成１１年全国消費実態調査による都道

府県別データを用いたが、データ範囲を広げるこ

とにより分析精度の向上が期待できる。

第四に定性的な分析である。消費の決定要因に

ついては、世帯や人口など定量的に把握できる要

因によって決定されるだけでなく、歴史的・文化

的な背景により県民性が醸成され、県独自の消費

特性が形成された可能性があることから、その背

景を明らかにすることも必要であろう。
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